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研究成果の概要（和文）：研究成果は次の3点である：1) 災害レジリエンス向上モデルを導入した震災時の道路
復旧計画策定を開発した．システムの性能低下から回復に至るグラフの面積を最小化するレジリエンスの三角形
の評価方法を導入し，道路復旧のみ優先する単目的計画策定手法，道路復旧と物資搬送など異なる復旧目的を同
時に考慮する多目的計画策定手法を開発した．2) 震災復旧戦略検討システムを開発し，インターネット上で公
開した．3) 香川県のモデル地域において市町規模の震災復旧戦略を検討した．香川道路啓開計画の指定道路に
地域の建設業が進出するための道路や被災地域の住民の生活道路も考慮し，市町としての復旧優先順位の設定の
必要性を示した．

研究成果の概要（英文）：The research results are summarized as follows: 1) We developed a method for
 scheduling road restoration in earthquake disasters by introducing a model to improve disaster 
resilience. We developed two scheduling methods: one, a single-objective optimization that 
prioritizes only road restoration, and second, a multi-objective optimization that considers 
different restoration objectives, such as road restoration and goods transportation, simultaneously.
 2) We implemented and deployed the support system for formulating earthquake restoration strategies
 as a web application. 3) We developed municipal-level road network restoration plans for a model 
area in Kagawa Prefecture in the Nankai megathrust earthquake. The results indicated that the 
prioritization of municipal-level roads is important for the construction workers to access to 
state-designated roads in the existing wide-area restoration plan or for residents in the affected 
areas to resume their daily lives.

研究分野：情報学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，研究代表者が開発する震災時の道路ネットワーク復旧計画策定手法に，災害レジリエンス向上モデ
ルを導入した，震災復旧戦略検討システムを開発した．大規模広域災害の発生時において，被災からしなやか
（レジリエント）に復旧するには，事前に道路ネットワークの復旧戦略を検討することが重要である．本研究
は，震災直後の道路復旧計画策定を対象にこれまで概念が先行してきたレジリエンスの具体的な社会実装に取り
組んだ．本研究により，防災・危機管理対策の効果を災害レジリエンスの向上という観点から定量的に評価でき
れば，震災時の多様な復旧戦略が比較・評価・検証が可能になり，効果的な被害低減対策への活用が期待でき
る．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
首都直下地震や南海トラフ巨大地震などの大規模広域災害に対応するため，防災・危機管理分
野では，被害を防ぐ「防災（Disaster Prevention）」，被害を減らす「減災（Disaster Reduction）」に
加えて，被災から早期に回復する「縮災（災害レジリエンス：Disaster Resilience）」の概念が提唱
されている． 
レジリエンスは，擾乱からの回復力や復元力を意味する概念であり，工学分野では，レジリエ
ンスの性質である 4Rs の指標（Robustness，Redundancy，Resourcefulness，Rapidity）（University 
at Buffalo, 2006）や，レジリエンスを定量的に評価するモデルである，レジリエンスの三角形
（Bruneau et al., Earthquake Spectra, 2003）が提案されてきた．これらの考え方を基に，防災・危
機管理分野にレジリエンスの概念を導入するためモデルとして，災害レジリエンス向上モデル
が提案されている（林春男，京都大学防災研究所年報，2016；河田恵昭，消防科学と情報，2016）．
このモデルは，災害レジリエンスの向上を被害抑止と復旧時間の短縮で表し双方の効果による
三角形の面積の最小化を災害レジリエンス向上とするモデルである．さらに，各軸の実現要素と
して 4Rsの指標があげられている． 
ただし，研究開始当初の時点では，縮災の概念や災害レジリエンス向上のモデルは提唱されて
いたが，具体的な社会実装は不十分であった．この課題が解決できれば，防災・危機管理分野に
おけるレジリエンスの概念の導入効果・意義を示すことに繋がると考えた． 
 
２．研究の目的 
本研究では，県や市町村の道路管理者，建設業者やライフライン事業者など防災担当者が，震
災発生前に道路ネットワークの復旧戦略を検討するための震災復旧戦略検討システムを開発す
る．これにより，災害レジリエンス向上モデルの社会実装を目指す． 
研究代表者らは，南海トラフ巨大地震時の香川地域の防災対策，復旧・復興の対策支援として，

2012 年 5 月に行政や地域企業と「香川地域継続検討協議会」を設立し，地域継続計画（District 
Continuity Plan：DCP）の策定に取り組んでいる．この中で，研究代表者は，目的や立場が異なる
構成員が，被災地域（市町レベル）の早期復旧という目的で，道路復旧の優先順位を検討する復
旧計画策定手法を開発してきた． 
上記手法を用いた過去の分析では，道路の新ルート整備による道路復旧日数の短縮効果が，物
資搬送や負傷者搬送の改善に繋がることを確認していた．また，物資搬送優先や医療施設優先な
ど，道路復旧班（建設業）が何を優先するかによって，道路復旧日数は同程度の計画でも，優先
対象の復旧率には差がでる場合があることを確認していた．本研究では，こうした復旧戦略の違
いによる復旧効果を災害レジリエンスの向上として定量化する． 
本研究は，これまで概念が先行してきたレジリエンスの考え方の具体的な社会実装に取り組
む．本研究により，防災・危機管理対策の効果を災害レジリエンスの向上という観点から定量的
に評価できれば，震災時の多様な復旧戦略が比較・評価・検証が可能になり，効果的な被害低減
対策への活用が期待できる． 
 
３．研究の方法 
本研究では，以下の 3つの研究項目を実施する．研究期間は 3年間の予定であったが，当初計
画の遅延のため，研究期間を 1年間延長した． 
1) 研究代表者が開発する道路ネットワーク復旧計画策定手法に災害レジリエンス向上モデル
を導入することで，異なる復旧戦略が道路復旧計画に与える影響を定量的に評価する手法
を開発する．また，開発した復旧計画策定手法を用いて，南海トラフ巨大地震で想定される
代表的な被災パターンにおける復旧計画を策定しデータベースに蓄積する．ここで策定し
た復旧計画は，研究項目 2)と 3)を実施する際の基本戦略として使用する． 

2) 1) で開発した手法を活用して，県や市町村の道路管理者，建設業者やライフライン事業者
など防災担当者が，災害発生前に道路復旧戦略を検討する Web システム（震災復旧戦略検
討システム）を開発する．本研究で開発するシステムは，最終的にはインターネット上で公
開・運用し，広く活用できるようにする． 

3) 震災復旧戦略検討システムを活用し，災害直後の応急復旧期（2週間程度）の復旧戦略を検
討する．具体的な検討例を通じて，本研究の有用性を検証する． 

 
４．研究成果 
(1) 災害レジリエンス向上モデルを導入した道路ネットワーク復旧計画策定手法の開発 
① 災害レジリエンスの定量化 
レジリエンスの定量化に関する国内外の文献を調査し，評価手法別に分類・整理した．レジリ
エンスを定量的に評価する研究はいくつか実施されているが，本研究では，評価項目を得点化す
る網羅性評価，レジリエンスの三角形に基づく評価，動的システムの時間変化に基づく評価，ネ
ットワークの構造に基づく評価に分類した． 



次に，本研究の対象である道路ネットワーク復旧計
画策定手法に災害レジリエンス向上モデルを導入する
方法として，レジリエンスの三角形による評価方法と，
ネットワークの構造に基づく評価方法を検討した． 
その結果，レジリエンスの三角形に基づく評価を道
路ネットワーク復旧計画の策定に導入する方針を決定
した．レジリエンスの三角形は，システムの性能を縦
軸，時間を横軸に表し，システムの性能低下から回復に
至るグラフの面積をレジリエンスとして定量化する
（図 1参照）．性能低下から平常時への回復が早くなれ
ばなるほどグラフの面積（図 1中の の面積）が小さく
なり，高いレジリエンスが発揮されると評価する． 
また，グラフ理論を基礎としたネットワークの構造に基づく評価に関する視点として，脆弱性
や移動効率の点から道路ネットワークの構造を評価する方法も検討した． 
 
② 道路ネットワーク復旧計画策定手法の改良 
後述する(3)の対象地域において，従来と同じ分析条件で復旧計画策定を実施したところ，道
路被害数が多い場合，現状のアルゴリズムでは計画策定ができない場合が生じた．研究代表者が
開発する道路ネットワーク復旧計画策定手法は，遺伝的アルゴリズムを用いて，復旧班の被害箇
所の担当と復旧順序の組み合わせを最適化している．従来手法では，初期解としてランダムに生
成した復旧計画からよりよい組み合わせを探索しているが，道路被害数が多い場合，ランダムに
生成した復旧計画が実行可能な計画とならず，計画策定が進まなかった．このため，最短経路探
索を用いて初期解として実行可能な計画を生成し，その計画からよりよい組み合わせを探索す
る手法に改良した． 
 
(2) 震災復旧戦略検討システムの開発 
震災復旧戦略検討システムとして，次の 1) GIS 上で分析に必要なデータ作成を支援する機能
と，2) 分析条件や策定した計画をWeb地図上で可視化する機能を開発した． 

1) のデータ作成支援機能はオープンソースの GIS である QGIS のプラグイン機能として開発
した（図 2参照）．データ作成支援機能は，QGIS上でノードとリンクからなる道路ネットワーク
の作成を支援する．また，ノード上に復旧班，リンク上に道路被害など，分析に必要となる情報
を属性情報として追加することも支援をする．作成した分析条件は GeoJSON および CSV 形式
で出力できる． 
データ作成支援機能で作成した GeoJSON 形式のファイルを(1)の道路ネットワーク復旧計画
策定エンジンで読み込み，遺伝的アルゴリズムによる復旧計画策定を実施する．道路復旧計画策
定エンジンは，読み込んだ GeoJSON 形式のファイルのリンク属性に復旧完了日数を追加する． 

2) の可視化機能はオープンソースの WebGIS（iTowns）を用いて Web システムとして開発し
た（図 3参照）．可視化機能では，GeoJSONファイルを読み込み，Web地図上に道路ネットワー
クを可視化する．また，復旧日数に応じてリンクを色付けて表示し，被害道路が何日目までに復
旧完了するかを確認できる． 
 

 
図 2 入力支援機能 

 
図 3 計画可視化機能 

 
(3) 香川県東かがわ市を対象としたケーススタディの実施 
① 分析目的 
南海トラフ巨大地震に対して，四国では県境をまたぐ広域的な「四国広域道路啓開計画」が策
定され，優先的に啓開する道路が指定されている．さらに，この計画を受けて，四国の各県では，
香川県道路啓開計画や徳島県道路啓開計画など県域規模での道路啓開計画が策定されている． 
これら既存の計画は，災害時の復旧活動の全体方針を示しており，特に重要な国道や県道が対
象である．しかし，被災地域の早期復旧を図る上では，地域内の建設業が上記計画の指定道路ま
で進出するための道路の確保や，被災地の地域住民が日常使用する生活道路の考慮も必要であ
る．既存の道路啓開計画が有効に機能するには，市町村域規模の道路啓開計画の具体化が必要で
あるが，現時点ではこうした計画の策定が進んでいない． 
本分析では，南海トラフ巨大地震における市町村規模の地域の啓開計画策定を検討する．対象

 

図 1 災害レジリエンス向上の定量化 



地域は，香川県東かがわ市の市街地部
の道路ネットワークとした．一般に道
路復旧は，発災後，道路啓開（24～72
時間），応急復旧（数週間～数か月），
本復旧（～1年程度），復興（それ以降）
を経る．本研究では，発災後の道路啓
開期（24～72時間）を対象とした道路
啓開計画の策定を検討する． 
 
② 分析条件の設定 
分析対象の道路ネットワークを図 4
に示す．図 4には，後述する復旧班や
道路被害も示している．本分析では，
香川県道路啓開計画の指定道路に加
えて，指定外の市内の国県市道を含
む，166ノード，260リンクからなる道路ネットワークを構築した． 
分析条件として，復旧班の位置・能力値[m3/h]および道路被害の位置・被害量[m3]を道路ネッ
トワーク上に設定する．復旧班はバックホウによる被害道路のがれき除去作業を実施する．復旧
班の位置と能力値は，地元建設業者へのヒアリングを基に設定した．復旧班は対象地域内の 14
業者を事業所所在地の近傍ノードに割り振り 12班とした．復旧班の能力値はバックホウ 1台に
よる 1時間あたりのがれき啓開能力[m3/h]である．対象地域のバックホウを域内の建設業者にほ
ぼ均等に割り振り，各班に 86，107，128，150[m3/h]のいずれかを設定した． 
道路被害は道路を遮断し通行を阻害するがれき被害とする．被害箇所は，香川県の南海トラフ
（最大クラス）の震度分布図・液状化危険度予測図・津波浸水図と重複する道路にがれき被害が
発生したと仮定する．被害量は香川県道路啓開計画に記載されている道路啓開で確保する最低
限の幅員 5.5mと道路延長を基に設定した．被害量の統計量[m3]は，最小値 45，第 1四分位 130，
中央値 201，第 3四分位 314，最大値 734である． 
道路被害の仮定では，260 リンクすべての道路上に被害が発生した．4(1)②で指摘した手法上
の課題点もあり，少し緩和した条件として，道路啓開 2日目の状況から道路ネットワーク復旧計
画策定を実施することとした．1 日目の道路啓開の復旧シミュレーションは手作業で実施した．
具体的には，復旧班の初期位置から香川県道路啓開計画で指定されている最寄りの第 1 次およ
び 2次啓開ルートへの啓開を実施するようにした．その結果，1日目終了時点では，1次優先道
路の 7～8割が啓開完了し，未啓開の道路は 260リンクのうち 209リンクとなった． 
 
③ 分析結果と考察 
本分析では，a) 道路啓開のみを目的とした計画策定，b) 道路啓開と避難所への物資搬送の 2
目的を考慮した計画策定を実施した． 
 
a) 道路啓開のみを目的とした計画策定 
検討の基本計画として，道路啓開のみを目的とした計画策定を実施した．遺伝的アルゴリズム
の目的関数は，図 1の縦軸を道路復旧率，横軸を復旧時間とする累積非復旧率の最小化である．
策定した道路啓開計画を図 5に示す．計画表の行は復旧班，列は日数を表す．復旧シミュレーシ
ョンは 1日を 6ステップとしたため，計画表の 1日は 6セルからなる．また，道路啓開 2日目の
状況から計画策定をしているため，計画表は 2日目から開始となる．計画表中の各セルは道路被
害 IDを表す．たとえば，復旧班 B02は 2日目に C095，C243，C253の道路啓開を実施すること
を意味する．各セルの色は，赤色が香川県道路啓開計画の第１次優先，緑色が第２次優先の指定
道路を表す．白色は香川県道路啓開計画の指定外の県道または市道を表す． 
図 5の計画表より，対象地域内の道路啓開はおおむね 5日間で完了することがわかる．1次優
先および 2次優先の道路啓開は 3日目までに完了しており，香川県道路啓開計画の啓開期（～72
時間）の目標内である．また，赤色または緑色で示した道路啓開計画の第 1次，第 2次に到達す
るまでに，白色で示したの指定外の道路の啓開が必要となることもわかる．道路啓開計画の指定
道路を担当していない復
旧班もおり，指定外の道路
の優先順位を設定する余
地が考えられる．したがっ
て，既存の道路啓開計画が
有効に機能する上で，指定
外道路も含む地域啓開の
影響を考える必要がある
といえる． 
 
b) 道路啓開と避難所への物資搬送の 2目的を考慮した計画策定 

a)の分析より，指定外の道路の優先順位を設定する余地があることから，本分析では，道路啓

 

図 4 分析対象道路ネットワーク 

 
図 5 道路啓開を優先した計画（基本計画） 



開と物資搬送の 2目的による計画策定を実施した．目的関数 1は a) と同様である．目的関数 2
は二次物資拠点と避難所間の接続を評価する．対象地域内には，二次物資拠点である市役所 1か
所と物資搬送先の避難所 19か所（近傍ノードに振り分けると重複箇所があり分析上は 14か所）
がある．目的関数 2は，図 1の縦軸を二次物資拠点－避難所間の到達数の割合，横軸を復旧時間
とする．したがって，目的関数 2は二次物資拠点－避難所間の累積非到達率の最小化となる． 

2目的復旧計画策定では，道路復旧を優先するか，物資搬送を優先するかによって，いくつか
の解候補が存在する．本分析で求めた解候補を図 6 に示す．図 6 中の各点が 1 つの復旧計画を
表す．図 6中の「基本計画」は a) の道路復旧のみを考慮した計画である．それ以外の点は 2目
的復旧計画策定で求めた解候補である．解候補の中で道路復旧を最優先する計画を「計画 A」，
物資搬送を最優先する計画を「計画 B」，物資搬送と道路復旧を同程度優先する計画を「計画 C」
とする．図 6の縦軸は道路復旧の目的関数値，縦軸は物資搬送の目的関数値を表す．いずれの目
的関数値も小さい値ほど良く（図 1の に相当），それぞれ，早期に道路被害を復旧する計画，早
期に二次物資拠点と避難所間が接続可能となる計画を表す．また，基本計画および計画 A～Cの
道路啓開率と避難所到達数の回復グラフを図 7に示す． 
図 6より，道路復旧の軸では目的関数値が約 15～20の範囲に計画が分布している．これは啓
開完了日数 6～7日の範囲であり，1 日程度の差を表す．物資搬送の目的関数値は約 1.2～4.7の
範囲に分布している．これは啓開 2 日目終了時点で到達可能な避難所数が 6～12 施設の差を表
す．図 7 の道路啓開率のグラフより，道路復旧の視点では計画 B 以外は同程度の道路啓開を経
ることが確認できる．一方，図 7の避難所到達数のグラフより，基本計画は道路復旧が最も早い
が，物資搬送を考慮していないため，物資搬送が最も遅くなっていることが確認できる．図 8に
基本計画と計画 A の道路啓開日数の地図上への可視化結果を示す．基本計画と比べて，計画 A
は図 8中の赤枠の道路の啓開を早期に実施するように変化している． 
本計画の中からどの優先をするかは意思決定者に委ねられる．たとえば，基本計画と比べても
計画 Aや計画 Cは道路復旧全体の遅延はあまりないため，計画 Aや計画 Cを選択し二次物資拠
点と避難所間の物資搬送を同時に実施することが考えられる．また， 4～5日目の道路復旧を遅
らせても市内の物資搬送を特に優先したい場合は計画Bや計画Cを選択することが考えられる． 
 
c) まとめ 
本分析では，香川県道路啓開計画をベースに市内の道路の啓開（復旧）も同時に考慮した啓開
計画の策定を検討した．分析の結果，1次優先～2次優先以外の道路について，市町としての啓
開（復旧）目的を設定することの重要性が確認できた．本分析では道路啓開と避難所への物資搬
送の 2目的を考慮したが，たとえば，人口の多いエリアと医療施設の接続，がれき集積地へのが
れき搬送など，他の目的を考慮することも考えられる．対象地域内では，香川県道路啓開計画の
指定道路の啓開と同時に，地域内の優先順位を設定し並行して啓開することが，被災からのしな
やか（レジリエント）な復旧に繋がると考えられる． 
 

 
図 6 2目的計画の解候補 

 

図 7 道路啓開率と避難所到達数の回復グラフ 

 

図 8 基本計画と計画 Aの道路啓開日数 
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